(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 県社会福祉協議会運営費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：55,706千円（前年度予算額：51,675千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県内における地域福祉推進を図るため、県社会福祉協議会（※）の運営基盤強化に必要な人件費、事業費等の経費を助成する。

（※）県社会福祉協議会は、社会福祉法第110条により地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であると定義された社会福祉法人。
○事業内容
（１）県社会福祉協議会運営費補助金

・運営費（事業費・維持管理費）
・人件費（福祉活動指導員人件費・県関与人件費）
（２）県社会福祉大会等運営費補助金
・県老人クラブ大会

・県身体障害者福祉大会

・県母子寡婦福祉大会
	２　所要経費


　県社会福祉協議会への補助金：55,706千円
（１）県社会福祉協議会運営費補助金（55,286千円）

①運営費（事業費）300千円、（維持管理費）1,028千円

②人件費（福祉活動指導員人件費）32,083千円、（県関与人件費）21,875千円
（２）県社会福祉大会等運営費補助金（420千円）

①県老人クラブ大会140千円

②県身体障害者福祉大会140千円

③県母子寡婦福祉大会140千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　　１　高齢者の介護や見守りの体制を整える
　　　・各地域における活動の基盤となる見守りネットワーク活動の日常的・組織的な展開に向けた支援に取り組む県社会福祉協議会を支援する
　　（３）社会福祉協議会の機能強化を支援する

　　　・地域での支え合い活動支援に関するノウハウ・情報の蓄積を踏まえた、シンクタンク機能の強化への取組を支援する　
　　　・福祉活動指導員に対する地域での支え合い活動支援に関する企画提案力・コーディネート力等の強化に向けた取組を支援する　等
	２　これまでの取組状況


　　・岐阜県社会福祉協議会は昭和29年4月21日に設立され、福祉の推進役として活動してきており、県では昭和41年からその運営基盤強化を図るため補助。
・市町村社協への支援体制の強化、日常生活自立支援事業の利用促進、福祉人材の確保及び社会福祉事業従事者の研修の充実、社会福祉を目的とした事業への支援など平成19年度に策定した新「岐阜県社会福祉協議会地域福祉活動計画」（ＷＩＮＣプラン：「Well-being」「Inclusion」「NormalizationとNetwork」「Community」）に基づく事業を推進。
・県は、当該県社協事業に対して、県地域福祉支援計画（H20策定）及び県地域福祉協議会報告書（H20.11）、並びに県長期構想(H21.3)に基づき支援を実施。
・長期構想の重点プロジェクト『地域福祉活動団体の設立、活動支援』の推進役は市町村社会福祉協議会であり、市町村社協の地域福祉活動に対する支援は県社会福祉協議会の役割である。
	３　これまでの取組に対する評価


地域福祉がますます重要となるに伴い、地域福祉を推進する広域の協議会組織としての指導的役割が期待される県社会福祉協議会の機能強化を図ってきた。
特に、平成20年度に設置された岐阜県地域福祉協議会において社会福祉協議会の役割の重要性が再認識された経緯から、地域での支え合いによる制度外サービスの整備充実に向けた取り組みを県と県社会福祉協議会が相互に連携を図りながら推進している。

また、同協議会における提言に基づいて設置された福祉人材総合対策センターによる福祉人材確保対策についても重点的に取り組んでいる。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
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	県　債
	一　般
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予算額
	51,675
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	51,675

	要求額
	55,706
	0
	0
	0
	0
	0
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	0
	55,706
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